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約1年半前から「中国脅威論」という言葉が

マスコミをにぎわせている。経済の低迷によ

り先行き不透明感が募る日本に対し、着々と

経済発展を遂げる中国。中国の持つ潜在能力

によってその差は次第に縮まり、いずれ日本

は中国に対して優位性を失ってしまうだろう

という見方である。

確かに中国の発展ぶりはすさまじい。

左に列挙したような数字を見れば、中国の

勢いが日本経済の脅威に直結するような印象

はぬぐえない。近年では、IT産業も急成長して

おり、IT関連のハードウェアの生産額はアメリ

カ、日本に次いで第3位、しかも前年比で38％

（2000年）という驚異的な伸びを示している。

しかし、一方では、「中国の発展はチャンスで

あり、決して脅威ではない」との見方もある。日

本貿易振興会（ジェトロ）海外調査部で中国・

北アジアチームリーダーを務める薮内正樹氏

は、「日本と中国の関係は補完的なものであり、

中国を活用することで競争力を高めることが

できる」と言い切る。

実際、中国に対する日本企業の視線は熱い。

ジェトロに持ち込まれる相談件数の国別割合

を見ると、約20％を中国が占め、他を大きく

引き離す。そして、最近では、契約のノウハウや

家電生産などは世界のトップ
IT産業も驚異的な伸び

GDPに見る経済成長率

7.3％（2001年）
輸出の増加率

27.8％（2000年）
輸入の増加率

35.8％（2000年）
世界トップシェアを
誇る工業製品
粗鋼（15％）
化学繊維（24％）
カラーテレビ（25％）
エアコン（50％）
洗濯機（24％）
冷蔵庫（21％）など。
資料提供／日本貿易振興会

巻頭特集

数字で見る中国経済

長らく日本経済の根幹をなしていた製造業に「第二の空洞化」が
進んでいる。80～90年代の東南アジア進出に続き、中国への生
産拠点のシフトが本格化しているのだ。国際的な価格競争の中で
勝ち抜いていくために、一層のコストダウンを迫られる日本企業
が、進境著しい中国をビジネスパートナーとして活用し、コスト
競争力をアップさせるという選択は当然のことだろう。WTO（世
界貿易機関）にも加盟し、有望な巨大市場としても魅力を増す中
国の現状と活用の方策に迫った。

★ ★ ★中国経済の躍進を日本企業の発展に★ ★ ★

中国脅威論を吹き
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トラブルなど、相談内容もより実務的なもの

へと変化してきているという。

では、中国をビジネスパートナーと見るな

らばどのように活用すればよいだろうか。

中国の優位点として真っ先に思い浮かぶの

は、日本の1/20と言われる労働者の賃金だ。

日本企業が一段のコスト競争力を迫られる

中、労働集約型で日本で優位性を失った分野

については、生産拠点を中国に移転すれば人

件費の削減につながり、国内では、開発分野に

人材を振り向ける余裕も生まれる。

ただし、薮内氏は「人件費が安いという理由

だけで中国に進出したのでは、優位性を維持

できなくなるときがくる」と警告する。それは、

競合他社がこぞって中国に進出すれば、人件

費の格差による差別化ができなくなるからで

あり、特に電気・機械といった業種では、中国

での総コストに占める人件費の割合が5～

8％まで低下し、プライオリティが小さいのが

実情だ。

そこで現在は、製造業で生産コストの中心

をなす部品・材料費を圧縮するため、部品メ

ーカーの集積する深　
しんせん

や東芫
とんがん

、広州
こうしゅう

といった

華南地区や上海への進出に拍車がかかってい

安い人件費だけでは
もはや優位性は保てない

き飛ばせ！

★ ★ ★中国脅威論を吹き飛ばせ！★ ★ ★
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る。これらの地域は、90年代から電子・電機

をはじめとする部品メーカーが多数立地し、

大小の現地工場がしのぎを削っている。

金沢市のアイ・オー・データ機器も、華南地区の

部品メーカーを活用する企業の一つだ。同社

は昨年2月、香港に横山商会（金沢市）との合弁

で「艾歐
あいおう

資訊
じいそん

横山（香港）有限公司」を設立した。

香港は、港湾や空港、金融、通信、法制度といっ

たインフラが整備され、華南地区へのアクセ

スがスムーズであることから、同地区の工場

をコントロールしながら部品調達や製造を行

うのに適した立地点である。

アイ・オー・データ機器では、現地に工場をつく

るのではなく、提携する現地の組み立て工場

や部品メーカーを使って部品の調達と組み立

てを行い、同社のスタッフは品質管理やコス

ト管理などのマネジメントだけを担う。

アイ・オー・データ機器資材部長の川田浩氏は、

「例えば、日本では、5,000円のコストを100

円下げるのに血のにじむような努力が必要だ

が、中国ではそれが比較的簡単にできてしま

う」と、進出のメリットを話す。「中国製品の取

り扱いは、現在のところ2～3％に過ぎない」

とのことだが、パソコン周辺機器は価格の下

落が激しく、国内では限界に近づくコストダ

ウンを容易に可能にしてくれる中国の活用に

さらに力を入れていく方針だ。

価格競争で負けないためには、日本製の部品

にこだわることなく、中国製品を積極的に取り

入れていく姿勢が大切というわけである。

また、中国に進出しても価格競争力が上が

らない原因のひとつとして、日本人の駐在員

の多さが挙げられる。

日中における人件費の格差は一般に20倍

と言われるが、それは労働者の比較であり、管

理者になればその差は一層大きく開く。現地

での生活費や滞在費もコストに含めれば、日

本人の管理者を一人減らすごとに100人の中

国人労働者を雇うことができるといってもあ

ながち無謀な計算ではない。

「日本人駐在員を置くよりも、むしろ核とな

る中国人スタッフを育てた方がいい。そして、

能力のある中国人スタッフは手厚く処遇すべ

き」と話すのは、1997年8月、大連市に建設機

械部品製造の「大連小松雄連機械製造有限公

司」を設立した小松電業所（小松市）の塚林治雄

社長だ。

電子制御部品や建設機械部品の製造を手が

ける同社は、「日本で優位性の薄れる単純な部

品はやがて中国にシェアを奪われる。それな

らば早い方がいい」と大連進出を決断した。現

地には、既に日本をはじめ外資系企業が数多

く進出していたが、部品メーカーが手薄だっ

た上に、近年の建設ラッシュの追い風を受け

現地の日本人管理者が
生産コストを圧迫する

【アイ・オー・データ機器】

川田　浩氏
資材部長

アイ・オー・デ
ータ機器が昨年

2月、香港に合弁で設立
した「艾歐資訊横山（香
港）有限公司」がオフィ
スを構えるビル。
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て順調に売り上げを伸ばしてきた。今では、会

社全体の売り上げの20％を大連工場が稼ぎ

出し、今年は5億円の売上高を見込めるまでに

なっている。

同社の場合、日本人管理者は一人だけだ。し

かも、日本人が担うのはコスト管理だけで、品

質管理や労務管理は中国人のスタッフに任せ

ている。「中国人は個人主義が強く、与えられた

任務にも忠実。同胞に甘いということは一切

ない。むしろ日本人よりもシビアに管理する」

と塚林氏は話す。

同社では、優秀な現地スタッフとは長期契

約を結び、小松市の本社で社員教育を徹底す

るなど、長い目で見た人材育成に余念がない。

低賃金を背景に世界の工場として目覚まし

い発展を遂げる中国だが、13億という世界一

の人口を抱える巨大マーケットとしても注目

を集めている。WTO加盟に伴うこれからの規

制緩和によって、市場の急成長が期待され、メ

ーカー各社はもちろん、ウォルマート（米）やカ

ルフール（仏）、

メトロ（独）など

世界の流通大手

も競って中国に

出店している。

中国マーケッ

トの特性を、ジェトロの薮内氏は次のように

分析する。「よく13億人のうち5％の富裕層だ

けが購買力があるように思われがちだが、そ

れは間違いだ。中国は、最高級品、高級品、普及

品、廉価品など、あらゆる価格帯にチャンスの

ある厚みのあるマーケットとなってきた」。

この言葉を裏付けるのがサントリーの成功

事例だろう。1995年、上海に進出したサント

リーは、2000年までの5年間で上海のビール

市場の30％を占めるトップブランドにのし

上がったのである。

上海ではビールを価格帯で、高級品、普及品、

廉価品の3種類に分けることができ、先発の外

資系ビールメーカーの大半は、高級品を狙っ

て進出していた。サントリーが、価格帯ごとの

シェアを分析したところ、高級品20％、普及

品55％、廉価品25％という結果が判明。普及

品の価格帯への進出を選択して成功を収めた

★ ★ ★中国脅威論を吹き飛ばせ！★ ★ ★

【小松電業所】

塚林 治雄氏
代表取締役社長

企業の視線は工場機能から
13億人の巨大マーケットに

現地での需要増を
受け、今年は再投資

を検討。「大連には自己完
結型の大企業が多く、協
力工場が少ないので、企
業誘致を進め、加工団地
を作りたい」と話す塚林
社長。「進出のためのバッ
クアップは惜しみません」
とのこと。

ジェトロ海外調査部の
薮内正樹氏は、中国マ

ーケットを「あらゆる価格帯
にチャンスのあるマーケッ
ト」と分析する。
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のだ。

昨年9月に上海で縫製工場を立ち上げた小

松精練（根上町）も、中国マーケットに熱い視線

を送る企業のひとつである。撥水や調湿など

の特殊機能をもったスポーツウェアを縫製す

る同社の上海工場にとって、ターゲットとな

るのは上海に集まる内外のアパレルメーカー

のバイヤーたちである。このため上海で展示

会を開き、早速、同社が得意とする機能性を高

めた合成繊維素材などを売り込み、反応を探

っている。

さらに、来年6月からは、上海から車で1時

間の蘇州に染色加工工場を稼働させ、上海工

場や今年1月に設立したばかりの大連市のニ

ット工場と素材供給などの面で連携しながら、

中国での事業展開を加速させる計画である。

ただし、中国をビジネスパートナーとして

その活力を取り込んでいけば、自動的に競争

力がアップするかと言えば決してそうではな

い。ジェトロの薮内氏は、「中国企業や労働者の

学習能力やそのスピード、熱意には目を見張

るものがあり、いずれ技術が日本に追いつい

てくる可能性を持っている。そのとき、さらに

一歩も二歩も先に行っているように、新技術

や新製品の開発を怠らない企業でなければ、

生き残ることはできない」と警鐘を鳴らす。

現に、これまで紹介してきた県内企業3社の

いずれもが、コアとなる部分は日本に残して

いる。

例えば、小松精練の場合、海外事業推進室長

を務める蓮本英信氏は、「汎用品については中

国工場に移行する」としながらも、「中国工場は

あくまでも衛星工場であり、日本工場は特殊

加工や新分野開発などを手がけるマザーファ

クトリーとして位置づける」と分業体制を強

調する。その証拠に、これまでの機能性合成繊

維の開発で培ってきた技術を応用し、顔にビ

タミンを補給する脂取りフィルムといったス

キンケア用品の製造、販売に乗り出すなど、国

内での積極的な技術開発にはおさおさ怠りが

ない。

また、アイ・オー・データ機器の場合も、中国の

拠点で展開するのは委託加工の部門であり、

企画や設計、デザインなどは日本に残し、中国

には生産力で期待をかけている。小松電業所

もほぼ同様の戦略を取ってきたと言ってよい

だろう。

中国に移転させる分野や技術に代わる新た

な成長分野の育成、新しい独自技術の開発に

努めなければ、真の競争力の強化にはつなが

らないのだ。

【小松精練】

蓮本 英信氏
海外事業推進室長

技術開発を怠らない
不断の努力こそが真の競争力

上海、大連
に 引 き 続

き、来年6月には蘇
州工場の稼働も予
定。中国での製造
を軌道に乗せ、販
路拡大をめざす。
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日本とはまったく違うビジネス文化や考え方
最後に、日本企業が中国に進出する際の注意点についてまとめておこう。

先入観は禁物、はっきり意思表示を
箸や漢字を使うからといって同じ社会、同じ文化だと思ったら大
間違いだ。言葉に出さずに相手に察してもらうことは困難であり、
遠慮せずにはっきりと意思表示することが重要である。

ビジネスはまったくの異文化
特にビジネスについてはまったくの異文化だと思った方がいい。
そのため、就業規則なら、遅刻何回以上で何％の減給など罰則
規定を明記すべき。また、合弁企業を作る場合の契約書にも、万
一の場合のリスクシェア、清算方法などを規定しておくこと。

2

3

優秀な人材は厚遇すること
優秀な人材に対して、中国は物価が安いので給料も安くて当たり
前という考え方で接していては不信感を招くだけ。特に、欧米企業
は優秀な人材をどんどん幹部に登用する傾向にあり、人材流出も
心配される。長期の複数年契約など、雇用契約の仕方にも工夫を。

4

現地では交流を心がけよ
中国の中の日本人社会に閉じこもるのではなく、中国社会に率先
して交わるべき。中国人の考え方を理解することはマネジメント
に役立つし、現地情報も得られる。

5

日本人駐在員は減らせ
日本人管理職は中国人労働者に比べて、著しく高給であり、コス
トを圧迫する。

6

最適な場所選びが重要
電気・電子部品が必要ならば華南地区というように地域や都市
によって産業集積に特徴がある。輸送などで必要な内外の他都
市とのアクセスも考慮して場所選びを。

7

珠江・広東�
デルタ地域�

北京・天津�
地域�

上海・長江�
デルタ地域�

黄河�

長江�

2008年のオリンピックに向けて、イン
フラ整備が急ピッチで進む。中関村サ
イエンス・パークを中核としたハイテク
産業の育成に力を入れるほか、政府
主導で、半導体関連企業が集まるサ
イエンス・パークを形成する。北京大学、
清華大学などの教育機関や中国科
学院などの研究機関が集積し、優秀
な人材の獲得にも便利。�

中国最大の商工業都市。第3次産業
の占める割合が過半数を超え、第1次
産業が極端に少ない都市型の産業
構造。市には4つの経済開発区があり、
市は6大基幹産業（鉄鋼、自動車、電子・
通信、家電製品、発電設備、石油化学・
バイオ・薬品）を重点育成分野に掲げ
る。外国からの投資は、大規模投資、
ハイテク事業が多いのが特徴。�

華南地区最大の都市。華南の中心地とし
て重要な役割を果たしており、多くの物資と
資本がここに集まる。周辺には基幹産業の
工場が密集しており、毎年、春と秋に行わ
れる交易会には世界中から多くのビジネス
マンが訪れる。�

かつて、自動車、化学品、鉄鋼を3大
産業とする中国西南地域の重工業
基地だった重慶。一時は停滞してい
たが、90年代に｢重慶経済技術開発
区｣と｢ハイテク産業開発区｣が創設
され経済活動が再び活発化。中国
政府が｢西部大開発｣戦略を打ち出
したことにより、新空港、中・東・南部
都市までの高速道路などの計画と建
設が進んでいる。�

かつては軽工業の生産
工場として発展。現在は、
電子・通信機器の生産
が急増している。香港
から電車で約1時間。�

中国の有名な歴史･文化都市である
と同時に、良好な経済基盤を確立。同
市の5つの開発区のうち最も重要なひ
とつである蘇州新区は国家重要ハイ
テク産業開発区と認定され、ハイテク
産業の集積地となっている。上海まで
は車で約1時間とアクセスも良好。�

天然の良港に恵まれた港湾都市。商業、
金融、港湾、工業が発展し、近年では、コ
ンピュータ・ソフト産業が成長しつつある。
海外からの投資の中でも日本による投資
が多く、大連に進出した日系企業は2000
社に上る。�

華北地域の一大工業地帯であり、石
油化学、冶金、機械、電子、紡織、自
動車、時計、製紙、食品等、幅広い業
種が存在する。�

天津�

深�広州�

大連�

蘇州�

上海�

香港�

北京�

重慶�

ぺ き ん �

て ん し ん �

じ ゅうけ い �

こうし ゅう� し ん せ ん �

ほ ん こ ん �

そ し ゅ う �

だ い れ ん �

し ゃ ん は い �

低税率、自由貿易、少ない規制等のビ
ジネスに適した環境と、コネ社会ではな
く法の支配の徹底、優れた輸送インフ
ラなどをベースに、日本企業とは緊密な
関係にある。広州や深　、東芫など華
南地区の工場のコントロールに最適。�
�

中国ビジネスMAP

コネ社会から法治社会へ
中国はコネ社会と言われるが、一方で急速に法整備が進んでおり、
これに反していては、どんなにコネを頼っても救われない。もちろ
ん人的ネットワークは大切だが、法務・労務・税務については、専門
家のチェックを必ず受けるべき。

1

★ ★ ★中国脅威論を吹き飛ばせ！★ ★ ★



NASDAでは、宇宙産業の競争

力強化への貢献と宇宙利用の拡

大を目指し、事業団と産業界との

連携・協力を推し進めるため、昨

年6月に産業連携協力室を設置

し、産業界から容易に宇宙開発に

参加できるように、9月からは総

合受付・相談窓口を設置した。

「宇宙技術にはどんなものがあ

るのか」、「NASDAの技術、デー

タ、設備を利用したい」、「NASDA

と協力して研究開発したい」、「技

術アドバイスが欲しい」等のさま

ざまな要望に応え、非宇宙分野で

も事業化推進を目指している。

民間企業がNASDAの英知を

活用する場合、最もオーソドック

スなのが共同研究と技術移転制

度だ。

共同研究は大学等で実施され

るものと同じく、NASDAの研究

資源を使って企業の開発ノウハ

ウの不足を補うもので、年間約

200件の実績がある。NASDAに

は現在1,000人を超えるエンジ

ニアが在籍しており、過酷な環境

に耐えられるロケットや人工衛

星などの開発をメインの事業と

するだけに、機構・構造、熱制御、

電子部品・電源、材料工学といっ

た分野を得意とする。

また、技術移転制度は、NASDA

が所有する技術成果を企業や研

究機関に活用してもらうための

制度だ。

NASDAには現在、300件以上

の特許・実用新案がストックさ

れており、企業は成果利用契約を
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ト ラ イ ア ン グ ル  I  産 学 官 連 携 を 身 近 に

T R I 　 N G L E

ロケットや人工衛星など
日本の宇宙技術が新産業のヒントに

産業連携協力室を中心に
ビジネス分野への貢献図る

ロケットや人工衛星の開発・打ち上げ、宇

宙環境に関わる研究・実験などを手がける

宇宙開発事業団（NASDA）。このNASDAが、

民間企業への技術移転や設備利用など、産

業界との連携を本格化させている。地上で

必要とされる技術とは無縁と思われがちな

宇宙技術だが、その中に非宇宙産業に応用

可能なものがたくさん含まれているとい

う。NASDAの産学官連携の取り組みについ

て紹介する。

300件以上の特許・実用新案に
新商品のアイデアが眠る？

Courtesy of NASDA

宇宙開発事業団 NASDA



結び、ロイヤリティーを支払うこ

とで、それらの技術成果を手に入

れることができる。既に、ロケッ

ト用に開発した超高温に耐えら

れる断熱材や耐熱構造技術など

が移転され、商品化が進んでいる。

ちなみに、これらの特許や実用

新案の概要についてはNASDA

のホームページ※1で情報が公開

されている。

そのほか、NASDAの筑波宇宙

センターには、打ち上げ時や飛行

中に生じる振動環境を再現する

大型振動試験設備をはじめ、極端

な暑さや寒さ、そして真空状態を

作り出すスペースチャンバなど、

民間にはないユニークな試験設

備があり、それらの施設を借りら

れるよう準備されている。国際宇

宙ステーションの一部で日本が

開発担当し、今後打ち上げられる

実験棟「きぼう」では真空・無重

力の宇宙環境での実験もできる。

一方で、NASDAがより優れた

技術を求めて民間にパートナー

を求めることもある。それが、「宇

宙開発ベンチャー・ハイテク開

発制度」で、中小・ベンチャー企

業が持っている魅力的なアイデ

アや技術を宇宙開発に応用する

ことを目的に、NASDAが研究内

容に応じて1 ,000万円から

2,000万円の研究費を負担して

いる。ちなみに、平成14年度は

21件の研究テーマにつき研究を

実施している。

企業にとっては、独創的な新技

術を生み出すチャンスであるが、

NASDAでは高いコストや特殊

な技術要求といった「宇宙への敷

居」を低くするとともに、非宇宙

分野から参加者を呼び込むため

の仕組みとして「オープンラボ」

構想を早々に打ち出すとのこと

で、宇宙開発に新しい風を吹き込

みたいとしている。

今年10月には、NASDAと宇宙

科学研究所、航空宇宙技術研究所

が統合され、「宇宙航空研究開発機

構」としてスタートすることが決

まっている。新機関は独立行政法

人として運営され、これまで国主

導で行ってきた開発体制を見直

し、今まで以上に産業界との連携

を強化していくことになっている。

現在、NASDA筑波宇宙センタ

ーには、平成11年から3年にわた

って金沢大学共同研究センター

に勤めていた後藤裕氏が赴任し

ており、「筑波石川研究交流会の

実績づくりに貢献したい」と話し

ていることから、NASDAと県内

企業の間での交流活性化の兆し

がある。今年2月には、石川県と

ISICOに呼びかけ金沢大学イン

キュベーションセンターで「宇宙

開発事業団とのビジネスマッチ

ングセミナー」が実現し、県内企

業26社が参加した。

今後は石川県の地域資源やユ

ニークさを生かしながら、宇宙技

術と県内企業がより活発にコラ

ボレーションすることに期待が

高まっている。
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真空、無重力の
国際宇宙ステーションでの研究も

石川県とNASDAの交流も
活発化の兆し

宇宙開発事業団
産業連携協力室
《 事 務 局 》
東京都港区浜松町2-4-1

TEL 03-3438-6650  FAX 03-5402-6514
http://www.nasda.go.jp

http://www.nasda.go.jp
ホームページでは、活用が想定される業種
や開発分野から検索できるようになって
いるほか、それぞれの技術についてビジネ
スに応用する場合のヒントやアイデアを紹
介している。

※1

国際宇宙ステーション内に設けられる日本の実験
スペース「きぼう」。

石川県内の企業とNASDAのビジネスマッチングに意欲
を示す後藤裕氏。



ソウル�

全州�

現在、ISICOでは、県内企業のビジネスチャンス拡大を目指して、ソフト

ウェア産業を２１世紀の国家核心戦略として位置づけ急成長している韓国と

のIT交流を進めている。昨年６月に、人口約２５４万人を数える韓国第三の都

市・大邱市（韓国南東部）の（財）大邱DIGITAL産業振興院（DIP）から、

ISICOとDIPとの交流について打診があり、県とISICO、日本貿易振興会

（ジェトロ）金沢貿易情報センターの職員が、大邱市をはじめソウルや全州市

のIT事情を視察し、県内企業とのビジネスマッチングの可能性を調査した。

ISICOではこの交流を機に、まずテストプロジェクトとして、今年４月１０日

（木）から１２日（土）に石川県産業展示館で開催される「e-messe

kanazawa 2003」に、DIPのインキュベーション施設に入居するベンチャ

ー企業等の出展が決定。県内企業とのビジネスマッチングを図る。

ここでは、両国企業の橋渡しとして大きな役割を果たしているDIPと、

「e-messe kanazawa 2003」に参加を予定している４社を紹介する。

韓 国・大 邱
テ グ

市 と 石 川 の I T 交 流

DIPは、市内のベンチャー企業

の育成と地場産業の発展を目指

して、2001年12月、大邱市の

中心部に設立された。朴
パク

光珍
グアンジン

院長

をはじめ15人のスタッフが働い

ており、大邱市の副市長が理事

長を務めている。

主な事業として、地元企業か

らの各種相談やマーケティング

の代行、研究費を助成して新た

なビジネスの創出などに取り組

んでいる。

このほか、DIPでは大規模な

インキュベーション施設を備え

ており、現在、情報システムフ

ェアに出展する企業を含め53の

ベンチャーが入居している。こ

れらの企業は、ITやCT（カルチャ

ーテクノロジー）などに関連する

技術に特化したオリジナル商品

を持っているのが大きな特徴。そ

れぞれがDIPの支援を受けなが

ら、韓国全土はもちろん、世界を

市場とした事業を展開している。

IT分野に特化したベンチャー支援団体

院長　朴光珍
大邱市南区大明7洞2139番地

TEL.053-651-0333

http://www.dip.or.kr

“e-messe kanazawa 2003”
県内企業とのビジネスマッチングを推進

大邱DIGITAL産業振興院（DIP）

【海外レポート】

※ＣＴ…文化産業をデジタルベースで創っていくこと。例えば、映像やゲーム

の中に文化的資産を取り入れ、その文化について知ってもらう技術

※

DIPのインキュベーション施設。
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大邱�

�

釜山�

大 韓 民 国 �

モドウンネットの主力商品のペンスロ

ンは、専用のペンを使いモニターに直接、

文字やマークを書き込むことが可能。

大学の講義や会議など、スクリーンにモ

ニターを写し使用する際に活躍してい

る。大学、大企業をターゲットに成長を

続けており、2002年には韓国の中小企

業庁から輸出有望中小企業に選ばれた。

モニターに直接書き込める電子黒板を開発

代表者　申順姫
TEL053-621-7942 http://www.penslon.co.kr

モドウンネット

ラオンエンターテインメント

は、携帯電話のゲームやオンラ

インゲームなどの開発に取り組

んでいる。ゲームの種類もカー

ドやテトリスなど、だれもが楽

しめる分かりやすいタイプが多

い。世界をマーケットに事業を

展開し、海外の売上高が全体の約5割を占めている。

世界マーケットへ、ゲームを主力に躍進

代表者　朴載淑
TEL053-655-3274 http://www.rhaon.co.kr

ラオンエンターテインメント

イヤギでは、インターネットを

通じて楽しく勉強できる子ども向

け教育サイトを立ち上げている。

学べる内容も英語や科学、音楽な

ど多彩。会員制サイトで、現在、

会員数は10万人を超えており、

今後は、日本への進出も視野に入

れている。

楽しく学べる教育サイトを運営

代表者　琴 燮
TEL053-603-5000 http://www.edumoa.com

イヤギ

POCSは、携帯電話にダウ

ンロードして遊べるゲームソ

フトを開発し、国内外に発信

するベンチャー企業。これま

でにスポーツやシューティン

グなど、7種類のゲームを配

信している。携帯電話の普及

が急速に進む韓国で、順調に成長を続ける企業である。

携帯電話用のゲームを国内外に発信

代表者　李柄徹
TEL053-652-1068 http://www.pocs.co.kr

金
キ ム

大中
デ ジ ュ ン

氏が韓国大統領に就任した1998年から韓国のIT化は急速に進

み、今では世界トップクラスにまで成長した。中でも、ブロードバンドの普及

率は高く、2001年6月で全世帯の約48％にあたる625万世帯が利用して

いる。この割合は、アメリカの10％、日本の3％を大きく引き離し、世界第

1位になっている。

また、韓国では、各都市ごとにそれぞれ異なった分野の IT産業が発達し

ている。例えば、釜山は物流、全州はコンテンツ関係などで、ISICOが交流を

進めている大邱市はモバイル機器に強く、国内70％のシェアを誇っている。

※ブロードバンド…「広帯域」を意味する英語で、通信回線の大容量化、高速化を指す

韓 国 の I T 事 情

※

C o l u m n

韓国ベンチャーも出展！

POCS

e-messe kanazawa ２００３出展予定企業 〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉〉

ここで紹介したDIPの入居企業に興味のある方は、ぜひＩＳＩＣＯまでお尋ねください。

（財）石川県産業創出支援機構インフォメーションセンター TEL076-267-1145
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■ 本社 金沢市駅西本町3-18-30
TEL076-263-0654

■ 代表者 尾崎　東志郎
■ 設　立 昭和49年11月
■ 資本金 1500万円
■ 社員数 36名（パート含む）
■ 事業内容
産業廃棄物処理業(中間処理)、産業廃棄物収集運
搬業、一般電気工事設計施工、ランプ・照明器具
販売
●http://www.rakuten.co.jp/alllight/

住宅やオフィスの電気工事を手掛け

るサワヤでは、回収した蛍光灯のリサ

イクル事業を本格化させている。工事

の際に無料で廃棄処分を引き受けてい

た蛍光灯の処理コスト削減と環境保全

を目的に、約3年前にスタートし、現在、

ガラス素材とそのガラスで作った灰皿

やアート作品などを販売している。

リサイクルにあたっては、まず、低

温処理で蛍光灯の水銀を抜くことので

きる機械を使い、従来のリサイクルガ

ラスよりも透明度の高いガラスの製造

を可能にした。これまで手作業で行っ

ていたアルミ部分の取り外しについて

も、自社で専用の機械を開発し、大幅

な効率化を図った。この機械は現在、

特許の申請中だ。

また、ガラス製品の制作のため、昨

年7月、専門の作家を雇ってガラス工

房を設置し、作品を展示会に出品して

いる。このように、実際に仕上がった

製品を見せることで、メーカーに対し

て素材を宣伝するという相乗効果も狙

っている。

尾崎東志郎代表取締役は「インテリ

ア関連の企業へ販売ルートを見出した

い」と今後の戦略を描く。そのために

も、販売価格を下げることが急務とな

っており、今後、コストダウンに向け

て取り組んでいく考えだ。

高品位ボルト、ナットの製造で知ら

れる共和工業所が、これまでの大型建

設機械向けを中心とする、中、太径品

の生産から従来扱っていなかった細径

品の生産にも取り組み、業績回復のき

っかけをつかんでいる。

景気低迷の影響から、同社では平成

10年をピークに売上が下降しだし、

対応策として11年4月から従来生産し

ていなかった細径品の製造を開始。さ

らに、12年4月からは顧客の省力化ニ

ーズにこたえる新製品として、あらか

じめ座金を組み込んだセムスボルトを

新開発するなど、小型建設機械や自動

車関連の新分野での新規需要開拓を進

めてきた。

細径ボルトの生産には、１本当たり

の販売単価が安くなる分、太径ボルト

と比べて生産スピードのアップと効率

化が求められる。同社では材料を無駄

にする切削加工ではなく、鍛造、圧延

などによる塑性加工にこだわり、ロー

コストと高品質を実現。価格競争で他

社に負けない生産体制を築いた。細径

品を加えた多品種少量生産による商品

ラインナップの拡大で営業力を底上げ

し、業績回復の兆しが見え始めている

という。現在、売上高に占める細径ボル

トの比率は9％。12％までの引き上げ

を目標に営業努力が続けられている。

蛍光灯をリサイクルし、ガラス製品を製造・販売

（株）サワヤ
ベンチャー

細径ボルトの効率的生産体制を構築

（株）共和工業所
新分野進出

■ 本社 小松市工業団地1丁目57番地
TEL0761-21-0531

■ 代表者 山口 徹
■ 設　立 昭和34年12月1日
■ 資本金 5億9200万円
■ 社員数 147名
■ 事業内容
六角ボルト、JIS六角穴付きボルト、建設機械用特殊ボ
ルト、船舶用内燃機ボルト、自動車用冷間圧造部品、そ
の他特殊冷間・熱間鍛造部品などの製造・販売
●http://www.kyowakogyosyo.co.jp
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産業構造の高度化、急速な技術革新が進む中にあって、企業にとっては

ビジネスチャンス獲得のために新たなチャレンジが求められています。

生き残りをかけ、独自の取り組みを見せる4社を紹介します。

■ 本社 石川郡野々市町住吉町18-20
TEL070-5060-1296

■ 代表者 山本 保
■ 設　立 平成14年8月
■ 社員数 1名
■ 事業内容
システム企画・開発、パソコンなどのコンサルテ
ィング
●http://www.tenor.jp

山本保氏が代表取締役を務める「テ

ノール」では、業務用ソフトウエアの

企画・開発、革新的機器のソフトウエ

ア基本設計、家電量販店でのパソコン

初心者向けコンサルティングなどに取

り組んでいる。

ただ、企業からの委託を受けて取り

組むだけではなく、将来的には、自社

でオリジナル商品を作って市場に売り

込みたいとのビジョンを描いている。

現在、テノールでは第一歩となる商品

プランを模索中で、その一つとして注

目しているのがIT機器のユニバーサル

デザイン（※）だ。「コンピューターは今

まで、業務での使用が中心でした。し

かし、コンピューターには、生活の安

全性向上や遊びといった分野への応用

価値も十分にあると考えています。そ

のためには、高齢者や子どもたちも使

いやすいことが大前提です」と山本氏

は話す。

商品化への動きは始まったばかりだ

が、SOHOならではの機動力で、他業

種との研究会に積極的に参加するなど

し、開発に向けた準備を着々と整えて

いる。また、事務所を置くいしかわ

SOHOプラザクリエーションオフィス

（金沢市鞍月）の入居者同士のつなが

りを生かして、新たな共同事業も計画

中だ。

「製造から創造」をキーワードに、組

み立てや機械加工、板金、鋳鉄など小

松市内にある鉄工関連8社が集まった

「SSグループ」。鉄だけにこだわらず

自由な発想を持って商品を開発するこ

とによりモノづくりの楽しさを味わう

とともに、相手先企業の要望に応えて

製品を生産する下請け構造から脱却を

図ろうと取り組んでいる。

これまでに、急激な増水時の飛散を

防ぐ機能を付け、石川ブランドにも認

定されたマンホールや、カラスやネコ

を寄せつけない折りたたみ式のごみポ

ストなどを開発し、自治体などへ販売

してきた。また、ほかの異業種交流グ

ループとも積極的に交流し、それぞれ

の専門知識を生かして共同で商品開発

を進めている。

2カ月に1度開いている定期会合に

は、三菱自動車のカーデザインなどを

手がけた工業デザイナーの山村真一氏

を講師として招き、現代の消費者ニー

ズを的確に把握するため、製品の機能

だけでなく色やネーミングなどについ

ても活発な意見交換が交わされている。

代表の中川憲二氏は「世の中の購買

力は女性が中心。これからは女性の立

場で考えた商品開発を行っていきた

い」と話し、現在はバイオ技術を駆使

した新商品を試作中である。

新たなコンピューター文化の創造を目指して

（有）テノール
SOHO

消費者ニーズに合わせ、機能プラスαの商品を開発

SSグループ
異業種交流
グループ

■ 事務局 小松市光町37-2
TEL0761-24-1139

■ 代表者 中川憲司
■ 設　立 平成10年10月
■ 構成員数 8社
■ 事業内容
新商品の共同開発・販売、講習会の定期開催
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※ユニバーサルデザイン／施設や機器などを、すべての人にとって使いやすいデザインにすること



コミュニティビジネスとは、文字通り一定の地域内

で展開される小ビジネスのことで、主に住民主体で運

営し、地域に密着したサービスを提供する。

一般のビジネスと異なるのは、まず住民が生活に根

差した問題を解決しようと行動を起こすところから事

業が始まるという点にある。そのため、当初は自発的

な活動としてスタートし、労働力や特産物といった地

域資源を生かして、ビジネスとしてのシステムを確立

していく場合がほとんどだ。また、経済的基盤の確立

や伝統文化の継承などによって、利益を地域社会に還

元する特長もある。大きな収益にこだわらず、人々に

喜ばれるサービスの提供を第一目標に置くことで、コ

ミュニティ全体を活性化する役割も担っている。

県でも、コミュニティビジネスが地域にもたらす効

果に着目した。平成14年度から「コミュニティビジ

ネス創出支援事業」を公募し、期間限定の事業委託と

して対象事業の活動経費を支援している。

対象団体のひとつ、金沢市の「WAC輝き」では、

高齢者・身障者の外出援助のため、車での送り迎えを

はじめ、乗降の手助けや車いすの介助といった総合的

な補助サービスを行う。年会費を払えば、比較的安価

な料金で、通院や登校、買い物、友人と会うなどあら

ゆる目的で利用可能とあって、現在、月平均で延べ

600件の申し込みがあるという。

同じく、鶴来町の「つるぎ白山麓生活支援センター」

は、高齢化社会を見据えた地元商業者の有志で組織し、

店で買った品物を運ぶ手助けをしたり、電話などで注

文を受け、買い物代行や商品配達を手掛ける。こちら

も会員数が14年8月時点の90名から半年で500名

近くにまで膨れ上がった。どちらも住民の発案で始ま

り、必要なサービスを手頃な料金で提供するコミュニ

ティビジネスの典型例と言える。

また、スタッフとして一度離退職した中高年者が参

加している点も共通している。支援事業を実施する県

産業政策課では、「コミュニティビジネスには、地域

に新たな雇用を創出するメリットもある。働く意欲や

技術を持ちながら勤め先を得られない人たちの受け皿

になってくれれば」と期待を寄せる。

もっとも、一方では利用者や人材が集まらず、採算

性を確保できない事業が多いのも事実だ。各団体には、

ボランティアの延長ではない事業家としての意識と、

ＰＲによる活動の周知や利用者へのアンケートなどで

需要を把握する努力が求められている。多様化する生

活者のニーズに対し、行政や民間企業、ボランティア

の活動だけではカバーし切れないケースも増えてき

た。コミュニティビジネスはそれら従来の組織の中間

に位置し、きめ細かな地域サービスの充実のため、ま

すます必要不可欠な存在となってきているのである。

身近な問題を解決し、住民の手で地域を活性化

地域サービス向上や離職者の雇用にも期待

現在、高齢化や産業の停滞などが引き起こす問題を解決するため、地域のサービス事業を住民が中心とな
って担う「コミュニティビジネス」の試みが全国的に注目されています。地域の活力アップや雇用創出に効
果が期待されるこの新スタイルのビジネスについて、石川県での取り組みも交えて紹介します。

石川県商工労働部産業政策課
TEL 076-225-1511 FAX 076-225-1514
syoukou@pref.ishikawa.jp

住民発の地域ビジネスが
町を元気にする。

▼「WAC輝き」の活動範囲は県内全域に及ぶ。車
中でのドライバーとの会話を楽しみにする利用者
も多いという。

▼「つるぎ白山麓生活支援センター」の配達サービス
は、市街地まで遠い山間部の住民や交通の足を持たな
い高齢者を中心にニーズが高い。

「コミュニティビジネス創出支援事業」に
関するお問い合わせは……
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頭脳立県石川のシンボルとも言える
「いしかわサイエンスパーク（ISP）」。
パーク内に進出した企業に、
進出の経緯や最新の
取り組みについて伺います。

ＦＡ用、ＯＡ用のコンピューターソフトウェアの

受託設計・開発を手掛けるCSN。平成２年の会社

設立から順調に業容を拡大し、現在、社員数80名

を数えるまで成長している。

ISPに本格的な研究・開発拠点となるシステムラ

ボラトリーを建設・開所したのは、14年3月。開

発・営業・総務の大部分のスタッフが、快適な作業

環境の中で業務に臨んでいる。

「直接足を運んだことはないのだが、シリコンバレ

ーのような環境を実現するのが夢だった」と、同社

の永井俊守社長は言う。

敷地の正面は、シンメトリーな形で左右に緑色の

芝生が広がり、シンプルな洗練されたデザインの２

階建て社屋や青空とのコントラストが美しい。

新社屋の建設候補地は、ISPを含め、4カ所ほど

あったそうだが、最終的にISPに敷地を求めた。そ

の最大の理由として、永井社長は「工場が来ない」

点を挙げる。北陸先端科学技術大学院大学を核とす

るISPの研究・開発エリアとしての永続的な雰囲気

の維持ならびに産学官による共同研究を促進する環

境を同社は高く評価して進出を決定した格好だ。

SEによる頭脳労働の質が、そのまま同社の商品の

質となるだけに、環境にこだわるのもうなずける。

新社屋内は、空間的なゆとりに満ち、ソフトウェ

ア開発の企業らしく、整然としたクリーンな雰囲気。

リフレッシュルームも設け、社員の歓談の場となっ

ている。また、出社、退社時のタイムカードも電子

化し、総務管理業務の効率化も図っている。

「能登方面から通勤している

のですが、周辺の道路が混

み合わないので、意外と早

く会社に到着できます」と

は、ある社員の弁。

緑豊かな環境など、ISP

の立地上の特色を最大限に

生かし、CSNではシステム

ラボラトリーを新拠点とし

て開発、提案能力のさらな

る向上に意気込んでいる。

シーエスエヌ（株）
CSNシステムラボラトリー

〒923-1211 能美郡辰口町旭台2丁目11番地

TEL 0761-51-7760  FAX 0761-51-7758

開放的な雰囲気の社内。座席は特に
定めておらず、私物や資料は個々の
ロッカーに。

新開発拠点に求めたのは
“シリコンバレー”のような環境

昨年3月、ISPに開発拠点を建設 ISP選択の決め手は“環境”



今井氏は現在、食品総合研究所の食

品素材部長として、部内の統括や食品

技術関連の研究会・講演会のコーディ

ネートなどを担当する。食品素材部は

5つの研究室があり、それぞれ食品成

分（糖質、タンパク質、脂質）並びに

米・麦類の特性解明や利用加工を手掛

けている。

最近、特に力を入れるのが、健康機

能につながる食品素材や消費者ニーズ

に合致する製品の開発だ。例えば、抗

う歯機能を有するオリゴ糖素材や冷

凍・解凍性に優れる低アミロース米の

冷凍米飯・冷凍寿司飯の開発に取り組

んできた。中でも、冷凍寿司飯は品種

開発の現場と製品化を行う企業らとの

共同研究で開発したもので、平成11

年には商品化するなど、食の新たな可

能性を広げている。

同研究所は石川県とも縁が深く、県

農業試験場とスタッフの交流や情報交

換を活発に行っている。今井氏自身も

筑波石川研究交流会で理事を務め、加

賀野菜など地域独自の食材が豊富な食

文化を有する石川県に魅力を感じると

言い、「特産物の中から素材を掘り起

こし、付加価値を付けて全国に広く発

信したい」と意欲的だ。同研究所では

共同研究を積極的に実施しているの

で、地元の食材を使った機能性食品の

開発などを考える企業は、ぜひ気軽に

問い合わせてほしい。

PEOPLE FILE . 04 ss 

COMPANY FILE . 04 ss 

素材の特性を活かして消費者の要求に応える

今井 徹 氏 （独立行政法人　食品総合研究所）

金沢工業大学生活環境研究所

金沢工業大学生活環境研究所では、

独立行政法人物質・材料研究機構（以

下物材研）と連携し、「資源循環型水浄

化システム」の開発に取り組んでいる。

このシステムは、富栄養化の原因と

なるアンモニアやリンを多孔質材料の

ゼオライトなどで吸着し、硝化細菌の

働きで分解するものだ。従来の塩素に

よる水質浄化のように有害物質を出す

ことなく、分解後の排出物は窒素肥料

として植物の栽培などに活用できる。

同研究所所長の小松優教授は平成

13年に金沢工大に招かれるまでの27

年間、筑波で研究に携わり、筑波石川

研究交流会の創立メンバーでもある。

金沢工大では、10年に物材研などつ

くば市の3研究機関と連携大学院協定

を結び、同会会長の立矢正典氏をはじ

め、各機関の研究者が客員教授を務め

るなど、筑波との結び付きを深める。

小松教授も、元同僚で同会会員の物材

研の田中順三氏や、同じく物材研の山

田裕久氏のチームと情報交換し、産官

との協力も視野に入れて、水浄化シス

テムのテスト用プラント完成を目指す。

小松教授は筑波と石川を比較して、

「筑波には充実した研究シーズがあり、

石川には産学官の各組織がバランスよ

く揃っている」と語り、「両者の交流

を軸に、共同研究を全国展開していけ

ればおもしろい」と今後の可能性に期

待を寄せている。

筑波との人的交流を研究に生かす

独立行政法人

食品総合研究所
茨城県つくば市観音台2-1-12

TEL 029-838-8012  FAX 029-838-7996
http://www.nfri.affrc.go.jp/

imaitoru@nfri.affrc.go.jp

金沢工業大学
生活環境研究所
松任市八束穂3-1

TEL 076-274-9276  FAX 076-274-9251
ykomatsu@neptune.kanazawa-it.ac.jp

筑波研究学園都市にある研究機関の研究員や、

共同研究を行った県内企業の取り組みなどを

ご紹介するコーナーです。

【食品総合研究所】

食品素材部長 今井 徹氏

【金沢工業大学 生活環境研究所】

小松 優教授
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シ リ ー ズ 第10回

企業がIT化を進めていく上で、旗振り役として最も

効果的な人材はだれか――？　答えは、社長である。

ステンレス製パイプなどの製造を手掛ける石川技研

工業では５年前から、LANを構築する社員のパソコン

にグループウェアの「ロータスノーツ」を使って、だ

れもが閲覧したり文書を書き込める共有ファイルを設

け、全社員が同一の情報をリアルタイムに活用できる

ナレッジマネジメントに取り組んでいる。

同社では、トップの林義之社長が学生時代にコンピ

ューターについて学び、その機能や進化のほどについ

て関心を持っていることから、社内のIT化も社長自ら

が先頭に立って進めてきた。

「社員のみんなに情報を共有する意識を持ってほしかっ

た。特に、知ってほしい情報を“見る”より、“入れる”

方が大事で、そこから情報の共有意識が生まれ、ビジネ

スでの活用につながる」（林社長）。

ベテラン社員は、持っている情報を余りオープンに

しようとしない傾向があり、一方、ベテラン社員が持

つ情報や知識ほど会社にとって有用でもある。IT化

によるナレッジマネジメントの成否は、同社の場合、

ベテラン社員の情報開示にかかっているようだ。

同社のIT化の歴史は、昭和57年から始まっている。

オフコンを導入し、売上管理を手始めにシステムのカ

スタマイズを繰り返しながら、得意先管理、出荷・在

庫管理なども行うようになった。現在は、過去の出荷

実績もロータスノーツですぐ閲覧できるようにしてあ

り、生産計画を立てる上でも非常に役立っている。

IT化のメリットを林社長は次の3点に整理する。

q一人の人間が処理できる情報量が紙伝票に頼ってい

た頃と比べて格段に多くなった。

w検索なども簡単にでき、事務スピードが向上した。

e会議用やプレゼンテーション用の資料を作るのも、

パワーポイントの活用で便利に。

今後は、「いまのところファクスでのやりとりが続い

ている顧客との受発注も、先方の協力が得られればオ

ンライン化していきたい」と林社長は話し、社内ITの

さらなる進化に意欲

を見せている。

ITをビジネスに生かすためのポイントは何か。

IT導入の参考としていただくため、

ビジネスにITを積極的に活用している事例をご紹介します。

石川技研工業（株）

グループウェアを活用し事務効率を引き上げる
ベテラン社員の持つ情報を活用するために 生産計画もグループウェアを活用して立案

グループウェアの導入を
進める林社長。

会社のあらゆる情
報が「ロータスノ

ーツ」で閲覧できる。

松任市出合島町1272-1

TEL 076-277-1145 FAX 076-277-1041
http://www.i-giken.co.jp
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インフォメーションテーブル

起業・新分野進出のほか、経営や技術の高度化などに役立つ
情報を紹介するページです。

INFORMATION TABLE

3月14日（金）■石川県産業大学講座 県地場産業振興センター　 14：00～16：00 無料　 県産業創出支援機構　
「成功への戦略マネジメント」 新館コンベンションホール TEL 076-267-1244

3月18日（火）■ ISICO経営支援事例発表会 県地場産業振興センター　 13：30～16：30 無料　 県産業創出支援機構
「成功事例から探る！元気な企業の素（もと）」新館コンベンションホール TEL 076-267-1244

3月19日（水）■いしかわITシンポジウム 県地場産業振興センター　 13：00～16：00 無料 県企画開発部情報政策課
新館コンベンションホール TEL 076-225-1322

■化学物質リスクコミュニケーション・ 県地場産業振興センター　 13：30～16：30 無料 県環境安全部環境政策課
土壌汚染対策推進セミナー 新館コンベンションホール TEL 076-225-1462

■利益と組織を守るビジネスに役立つ 金沢商工会議所　 13：00～17：00 会員9,000円 県経営者協会
法律実務講座 中小企業会館 会員以外10,000円 TEL 076-232-3030

3月24日（月）■限界戦略セミナー 金沢商工会議所　 13：30～15：30 無料 金沢商工会議所中小企業相談所
「実録・体験に学ぶ『不倒企業の条件』」 3階ホール TEL 076-263-1157

3月25日（火）■石川県産業大学講座 県工業試験場　 10：00～12：00 1,000円 県産業創出支援機構
「レーザ加工の省エネ化を実現する トライアル・ラボ プロジェクト推進部
高出力半導体レーザ」 第2研修室 TEL 076-267-8108

■経済講演会 金沢ニューグランド　 13：30～15：30 3,000円 金沢商工会議所
「二極化する日本サバイバルの経営戦略」ホテル4階 中小企業相談所経営支援課

TEL 076-263-1161

4月 4日（金）■新入社員研修講座 金沢商工会議所　 9：30～16：30 会員10,000円 県経営者協会
「激動の時代の新入社員の 中小企業会館研修室 会員以外11,000円 TEL 076-232-3030
基本姿勢、基本動作」

4月 7日（月）■フレッシャーズスクール 県ソフトウェア　 9：00～17：00 48,000円（3日間） 県ソフトウェア研修開発センター
8日（火） 「ビジネス・マナー」 研修開発センター TEL 076-267-8000
9日（水）

4月10日（木）■フレッシャーズスクール 県ソフトウェア　 9：00～17：00 16,000円　 県ソフトウェア研修開発センター
「Wordによるビジネス文書作成」 研修開発センター TEL 076-267-8000

4月11日（金）■フレッシャーズスクール 県ソフトウェア　 9：00～17：00 16,000円　 県ソフトウェア研修開発センター
「PowerPointによる 研修開発センター TEL 076-267-8000
プレゼンテーション体験」

4月14日（月）■フレッシャーズスクール 県ソフトウェア　 9：00～17：00 32,000円（2日間） 県ソフトウェア研修開発センター
15日（火） 「コンピュータの仕組みと管理」 研修開発センター TEL 076-267-8000

4月16日（水）■フレッシャーズスクール 県ソフトウェア　 9：00～17：00 48,000円（3日間） 県ソフトウェア研修開発センター
17日（木） 「Excelによる業務改善」 研修開発センター TEL 076-267-8000
18日（金）

日程 テーマ 場所 時間 費用 お問い合わせ先

セミナー 経営力UP、技術力UP等に役立つセミナーのご案内です。
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4月10日（木）■ e-messe kanazawa 2003 県産業展示館1号館　 10：00～17：00 無料　 県情報システム工業会　　
11日（金） TEL 076-267-4741
12日（土）

■MEX金沢2003 県産業展示館3・4号館 10：00～17：00 無料　 MEX開催事務局　　
（第41回機械工業見本市金沢） TEL 076-268-0121

■第16回石川県中小企業技術交流展 県産業展示館2号館 10：00～17：00 無料　 県中小企業振興協会　　
TEL 076-267-1140

日程 テーマ 場所 時間 費用 お問い合わせ先

イベント ビジネス関連の各種フェア・シンポジウム等のご案内です。



「民間 ITインキュベート施設」の追加認定

●中小企業再生・事業転換支援保証制度

・事業転換支援プログラムの創設に合わせ、事業転換を行う企業を

対象に追加

・保証限度額を8,000万円から1億6,000万円に拡大

●資金繰り支援融資制度

・対象　制度融資の借り換えを行う中小企業

・限度額　8,000万円（知事が認めた場合は2億8,000万円まで）

・期間　7年（据置1年以内）

●事業転換支援融資制度

・対象　事業転換を行う中小企業（事業の多角化等を含む）

・限度額　5,000万円（知事が認めた場合は2億円まで）

・期間　運転7年（据置1年以内）、設備10年（据置3年以内）

●緊急経営支援融資制度及び経営安定特別対策融資制度

融資限度額を5,000万円から8,000万円に引き上げます

●創業者支援融資制度（自己資金要件の緩和）

・一般分、開業前／自己資金の割合を25％から20％に引き下げます

・一般分・特別分、開業後／自己資金要件を廃止します

Job
ジョブ

Information
イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン

Space
ス ペ ー ス

by
バイ

Eeb
イーブ

［通信環境］ CATV（10Mbps）整備
［部屋数］ 5室
［入居区画面積］ 約6～8㎡
［賃料］ 月額17,000円～20,000円

（共益費／月額5,000円）
［所在地］ 小松市北浅井町乙3番地

TEL 0761-20-5511
FAX 0761-20-3517

ISICOがSOHO事業者の起業促進を目的に認定している「民間
ITインキュベート施設」に、新たに「Job  Information
Space  by  Eeb」（小松市）を認定しました。認定施設に入居
するSOHO事業者には、パソコン機器や什器備品、通信費等の
助成制度（※）があり、ビジネスプランの審査を経て、予算の
範囲内で助成いたします。

石川県では、中小企業を対象に実施している
金融制度を平成15年度から改正します。平成15年度中小企業金融施策について

※助成内容 ■ 機器購入等　 320,000円以内
■ 通信費等　　月額15,000円以内
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新たに創設する制度

改正を行う制度

北陸最大のデジタル総合展「e-messe kanazawa 2003」が、4月10日から

12日まで、県産業展示館1号館で開催されます。

前回は、53の企業・団体が情報機器やソフト、システムなどを出展し、生活に

幅広く浸透するITを紹介。同時開催された機械工業見本市金沢（MEX金沢2002）

と合わせ、3日間で来場者数が10万3000人を超える盛況となりました。今年は、

県内だけでなく、交流を進める韓国のIT企業の出展も企画されています。産業と

暮らしを支える、最新の情報システムの数々を、皆さん、ぜひご覧ください。

e-messe kanazawa 2003開催のお知らせ

■ 開催日　平成15年4月10日（木）～12日（土）

■ 時間　10：00～17：00

■ 場所　石川県産業展示館1号館

■ お問い合わせ／社団法人石川県情報システム工業会（ISA）TEL076-267-4741

●ISICOに中小企業再生支援室を設置
事業転換計画等をお考えの方は、
お気軽にご相談下さい。 ⇒ TEL. 076-267-1244

お問い合わせ／石川県経営支援課 TEL076-223-9193



T O P I C S
イ シ コ ・ ト ピ ッ ク ス

日本経済の低迷を尻目に、経済成長率が7.3％を
超える中国。今回の特集では、凄まじい成長を続
ける中国ビジネスと県内企業の優良事例を基に、
中国ビジネスの成功の秘訣などについて探ってみ
ました。今後の中国ビジネスを考慮する上でご参
考になれば幸いです。

［発行月］2003年2月（年4回発行）［発行所］財団法人　石川県産業創出支援機構［編集協力］ライターハウス／金沢市問屋町1丁目75番地

県内中小企業の新製品開発を支援
モノづくり支援センター

中小企業の製品開発力を強化することを目的に、今年2

月5日、「モノづくり支援センター」（金沢市鞍月）が開所した。

同センターは、石川県工業試験場の実験棟に、試作加工な

どの設備約50台を設置し、繊維や機械、食品などの分野

で製品の設計から試作・評価までが一貫してできるシステ

ムを整えている。また、ISICOや各種団体と、工業試験場と

の連携を生かした企業間の人的交流のほか、設備に関する

研修などを通じた人材育成の場としても活用していく。同セ

ンターの主要設備と利用手

数料は、ホームページ

（http://www.irii.go.jp/

mono/）を参照してほしい。

創業から経営を分かりやすく解説
SOHO・ネットベンチャー創業支援セミナー

「SOHO・ネットベンチャー創業支援セミナー」が、1

月31日、2月1日の両日、県地場産業振興センターと羽

咋市商工会で開かれ、SOHO事業者等30人が参加した。

セミナーでは、（株）マップス代表取締役の清野裕司氏

が今まで取り組んできたマーケティングプロジェクト

などの実体験を基に、これからの創業・経営に関する方

法論について分

かりやすく解説

した。参加者ら

は、創業期に必要

なノウハウや経

営の基礎知識な

どを学んだ。

筑波と石川の交流を促進
第15回石川サイエンス・アンド・テクノロジーフォーラム

「第15回石川サイエンス・アンド・テクノロジーフ

ォーラム」が、昨年11月22日、辰口町の石川ハイテク交

流センターで開かれ、筑波研究学園都市の研究者をはじ

め県内の大学や研究機関、民間企業の研究者ら総勢227

人が参加した。フォーラムでは、国立大阪病院名誉院長

の古川俊之氏が「長寿科学の研究推進について」と題し

て基調講演。その後、「機

械・電子・材料」など、3

つの分科会が開かれ、最

新の研究成果について

発表・討議するととも

に、技術相談会では熱心

な質問が相次ぎ、筑波と

石川の交流を深めた。

無限のビジネスチャンスを紹介
宇宙開発事業団とのビジネスマッチングセミナー

宇宙関連産業についての理解を深めてもらおうと、今

年2月17日、「宇宙開発事業団（NASDA）とのビジネス

マッチングセミナー」が金沢大学インキュベーション施

設で開催され、県内から約30社の中小企業が参加した。

宇宙関連産業の領域は、通信・放送、地球環境、気象、災

害監視など多岐にわたる。セミナーでは、NASDAのス

タッフが現状や事業

団が抱える課題、ビジ

ネスへのヒントを説

明し、企業側は連携の

可能性を探った。

※NASDAの詳しい情報を知りた
い方は、本誌8ページの「トライア
ングル」をご覧ください。国立大阪病院名誉院長の古川俊之氏に

よる基調講演の様子。

モノづくり支援センター
金沢市鞍月2丁目1番地
TEL  076・267・8081
FAX 076・267・8090 事業へのヒントを得るため、真剣に耳を傾ける参加者。


